
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0122 一般 農業国際交流推進事業費 －
・青年農業者等の農業先進国への
派遣研修や、視察者の受入れなど
による海外との交流推進

農政課 1,323 1,323 0.5 0.0 0.5 5,228 現状維
持

引き続き、青年農業者等の農業先
進国への派遣研修や、視察者の受
入れなどによる海外との交流を推進
するため。

－ － －
ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。

－ － － Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

現状維
持

0123 一般
農業・農村コンセンサス形成総合推
進事業費

・農業者等が行う農業・農村に対す
る道民コンセンサスの形成に向けた
取組への支援等

農政課 17,188 17,188 1.4 0.0 1.4 28,122 ①
改善
（指標
分析）

ふれあいファーム登録農家数の増
加に向け、ホームページや情報誌な
どによる情報発信の取組等を通じ
て、新規登録の確保に努める。

－ － － － － － － － 改善
ふれあいファーム登録農家数の増加に向け、
HP,SNS、情報誌などによる情報発信の取組等
を通じて、新規登録の確保に努める。

1 一般 草の根交流促進事業 － 11,458 11,458 － － －
ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。

－ － －
Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ －
・啓発資材については、農場に掲示
するものであるため電子化は不可

2 一般
農業・農村パートナーシップ促進事
業

－ 2,326 2,326 － － －
ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。

－ － －
Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

3 一般 コンセンサスづくり活動事業費 － 3,404 3,404 － － －
ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。

－ － －
Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

0913 一般
中山間ふるさと・水と土保全対策事
業推進費

・中山間ふるさと・水と土保全対策
事業に係る調査研究事業、研修事
業等の実施

農村設
計課

0 27,002 12,602 2.3 1.4 3.7 55,899
現状維

持

引き続き、中山間ふるさと・水と土保
全対策事業に係る調査研究事業、
研修事業等を継続する必要がある
ため

○

・オンライン開催等により、コロナ渦
の状況に応じた事業内容の見直し
を行った。
・感染症の推移を注視し、オンライン
開催等により会議・研修会を開催す
るなど農村地域の活性化を推進す
る。

現状維
持

1 一般 地域活動支援事業 ② 5,774 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

2 一般 研修事業 ② 6,484 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

3 一般 推進事業 ② 1,360 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済。啓発は
可能な範囲でオンライン会議やホー
ムページを活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

4 一般 保全ネットワーク推進事業 ② 275 － ④ ①
啓発は可能な範囲でオンライン会議
やホームページを活用するなどして
対応済

－ ⑥ ①
啓発は可能な範囲でオンライン会議
やホームページを活用するなどして
対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

5 一般 保全活動推進事業 ② 507 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

6 一般 （基金繰出金） － 12,602

0914 一般 農山漁村振興交付金推進費
・農泊に関する講習会の開催、活動
地区の調査、普及啓発

農村設
計課

0 5,000 0 0.5 0.0 0.5 8,905
現状維

持

引き続き、農泊に関する講習会の
開催、活動地区の調査、普及啓発
を継続する必要があるため

○

・オンライン開催等により、コロナ渦
の状況に応じた事業内容の見直し
を行った。
・感染症の推移を注視し、オンライン
開催等により会議・研修会を開催す
るなど農村地域の活性化を推進す
る。

現状維
持

1 一般
活動団体の効果的な活動促進に向
けた支援体制整備

② 1,268 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

2 一般
道内の活動の状況調査・情報受発
信手法の検討

② 256 － ④ ①

地域が連携した取組が重要である
ため、先進的取組等の確認は現地
対応を基本とするが、可能な範囲に
おいて調査の電子化やオンライン開
催を活用した会議などにより対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要である
ため、先進的取組等の確認は現地
対応を基本とするが、可能な範囲に
おいて調査の電子化やオンライン開
催を活用した会議などにより対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

3 一般
農泊に取り組む地域、農泊にこれか
ら取り組もうとする地域への支援

② 3,107 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

4 一般
マイクロツーリズムなど新たな需要
への対応

② 369 － ④ ①

地域が連携した取組が重要である
ため、先進的取組等の確認は現地
対応を基本とするが、可能な範囲に
おいて調査の電子化やオンライン開
催を活用した会議などにより対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要である
ため、先進的取組等の確認は現地
対応を基本とするが、可能な範囲に
おいて調査の電子化やオンライン開
催を活用した会議などにより対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

0915 事務 農山漁村振興交付金に関する事務 － ・農山漁村振興交付金の調整事務
農村設
計課

0 0 0 0.4 0.1 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、農山漁村振興交付金の
調整事務を継続する必要があるた
め

－ － － － － － － － 現状維
持

0917 事務
子ども農山漁村交流プロジェクトに
関する事務

－ ・受入協議会の支援等に関する事
務

農村設
計課

0 0 0 0.3 0.4 0.7 5,467 現状維
持

引き続き、子ども農山漁村交流プロ
ジェクトに関する受入協議会の支援
等に関する事務を継続する必要が
あるため

－ － － － － － － － 現状維
持

0918 事務
滞在型余暇活動に資するための機
能の整備に関すること

－ ・市町村計画の指導審査に関する
事務

農村設
計課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781 現状維
持

引き続き、滞在型余暇活動に関す
る市町村計画の指導審査に関する
事務を継続する必要があるため

－ － － － － － － － 現状維
持

0919 事務
グリーン・ツーリズムの受入体制整
備に関する事務

－ ・グリーン・ツーリズムの受入体制整
備に関する事務

農村設
計課

0 0 0 0.8 2.0 2.8 21,868 現状維
持

引き続き、グリーン・ツーリズムの受
入体制整備に関する事務を継続す
る必要があるため

－ － － － － － － － 現状維
持

0920 事務 農山漁村振興交付金 －
・市町村等の要望等の把握、各種
支援等相談事務、事業執行に伴う
予算執行事務

農村設
計課

0 0 0 0.4 2.5 2.9 22,649 現状維
持

引き続き、農山漁村振興交付金に
関する市町村等の要望等の把握、
相談事務等を継続する必要がある
ため

－ － － － － － － － 現状維
持

0921 事務
農村振興の政策企画及び総合調整
に関すること

－ ・農村振興の政策企画及び総合調
整に関する事務

農村設
計課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、農村振興の政策企画及
び総合調整に関する事務を継続す
る必要があるため

－ － － － － － － － 現状維
持

0922 一般 多面的機能支払事業費 ⑦
・多面的機能を支える地域の共同
活動を支援するための交付金事務

農村設
計課

0 9,326,947 3,037,750 3.7 4.4 8.1 9,390,208
現状維

持

引き続き、農業・農村の有する多面
的機能を適切に維持・発揮させるた
め、本事業を活用し、地域の共同活
動への支援を継続する。

○ ④ ①

市町村職員や農業者との事業実施
に係るヒアリング等については、交
付対象となる農地や関係施設の確
認のため、図面等を用いた対面で
の打合せを基本とするが、可能な範
囲においてwebで実施済み。

－ ⑥⑦ ①

市町村職員や農業者との事業実施
に係るヒアリング等については、交
付対象となる農地や関係施設の確
認のため、図面等を用いた対面で
の打合せを基本とするが、可能な範
囲においてwebで実施済み。

○ ①

市町村職員や農業者との事業実施
に係るヒアリング等については、交
付対象となる農地や関係施設の確
認のため、図面等を用いた対面で
の打合せを基本とするが、可能な範
囲においてwebで実施済み。

○

国に対し、自治体の負担を義務とし
ない制度への見直しについて要請
を実施。（令和３年５月、７月）
引き続き、機会を捉えて国に要望し
ていく。

国に対し、地方負担が生じないよ
う、国負担のみで実施可能な制度と
するよう強く要望すること。

現状維
持

地方負担が生じないよう、国負担の
みで対応するよう令和５年度の国費
提案に向け検討を行う。

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 06051

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

農村活性化対策の推進

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／2 06051



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0923 一般 中山間地域等直接支払交付金 －

・中山間地域等において農業生産
条件の不利を補正することによる生
産活動を支援するための交付金事
務

農村設
計課

0 6,368,254 2,172,830 2.7 3.1 5.8 6,413,552
現状維

持

引き続き農業生産条件が不利な地
域において、農業生産の維持・発展
や地域の活性化を図る必要がある
ため。

－ － －
国の実施要領等により、要件等の
裁量がないため

－ － －
国の実施要領等により、要件等の
裁量がないため

－ －
国の実施要領等により、要件等の
裁量がないため

○

国に対し、自治体の負担を義務とし
ない制度への見直しについて要請
を実施。（令和３年５月、７月）
引き続き、機会を捉えて国に要望し
ていく。

国に対し、地方負担が生じないよ
う、国負担のみで実施可能な制度と
するよう強く要望すること。

現状維
持

地方負担が生じないよう、国負担の
みで対応するよう令和５年度の国費
提案に向け検討を行う。

0924 一般 中山間地域等直接支払推進交付金 ②
・中山間地域等直接支払事業を円
滑に推進するための推進交付金事
務

農村設
計課

0 25,219 0 0.3 0.1 0.4 28,343 現状維
持

引き続き、制度を適正かつ円滑に実
施を図る必要があるため。

－ ④ ①

市町村職員等との事業に係る打合
せについては、対面による打合せが
必要なところ、すでに担当者会議等
可能な範囲をWEB形式で実施済み

－ ⑥⑦ ①

市町村職員等との事業に係る打合
せについては、対面による打合せが
必要なところ、すでに担当者会議等
可能な範囲をWEB形式で実施済み

○ ①

市町村職員等との事業に係る打合
せについては、対面による打合せが
必要なところ、すでに担当者会議等
可能な範囲をWEB形式で実施済み

現状維
持

0925 一般
中山間地農業ルネッサンス推進事
業費

・地域の創意工夫あふれる取組や
支援制度の活用事例の紹介等を推
進するための推進交付金事務

農村設
計課

0 25,026 0 0.2 0.6 0.8 31,274 現状維
持

引き続き、地域の創意工夫あふれ
る取組や支援制度の活用事例の紹
介等を推進するための推進交付金
事務を実施する必要があるため。

現状維
持

1 一般
活用事例の紹介、専門的な営農指
導、地域リーダー育成

－ 10,026 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため

2 一般
元気な地域創出モデル事業
地域密着型農業者等サポート体制
強化事業

－ 15,000 － － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため

0926 一般
地域がうるおう農村ツーリズム発展
事業費

・多様な業種による体験プログラ
ム、受入体制づくり支援

農村設
計課

0 3,957 2,520 0.7 0.8 1.5 15,672
現状維

持

引き続き、農村ツーリズムに係る多
様な業種による体験プログラム、受
入体制づくり支援を継続する必要が
あるため

－ － － － － － ○

・オンライン開催等により、コロナ渦
の状況に応じた事業内容の見直し
を行った。
・感染症の推移を注視し、オンライン
開催等により会議・研修会を開催す
るなど農村地域の活性化を推進す
る。

現状維
持

1 一般 ネットワーク研修会 ② 656 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり、
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

2 一般 情報発信 ① 210 － ④ ①
フェイスブックなどSNSを活用した情
報発信を実施

－ ⑥ ①
フェイスブックなどSNSを活用した情
報発信を実施

－ －

3 一般 セミナー・地域支援 ② 3,091 － ④ ①

地域が連携した取組が重要であり、
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済

－ ⑥ ①

地域が連携した取組が重要であり
対面での実施が必要であるところ、
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済
電子により啓発資材（地域支援動
画）を作成

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ渦の状況に応じた事業内容の
見直しを行った。

0927 一般 棚田地域振興緊急対策事業費 －
･棚田地域振興法に基づき棚田地
域の振興に取り組む地域を支援す
るための交付金事業

農村設
計課

0 0 0 0.1 0.1 0.2 1,562 終了 － － － － － － － － 終了

0 15,799,916 5,244,213 14.9 15.5 30.4 ■令和４年度　新規事業

 

計
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